
【職業実践専門課程認定後の公表様式】

〒
（住所）
（電話）

〒
（住所）
（電話）

昼夜

年

有

進級要件：

資格・検定名 種別 受験者数 合格者数
調理師免許 ① 　　88人 　　　88人

① 　　16人 　12人

食育インストラクター ③ 　　14人 　　　14人
日本ハーブ検定 ③ 　　4人 　　　4人

人 和食アドバイザー3級 ③ 　　5人 　  　5人
人
人
％

％

14 名 7 ％

■中退防止・中退者支援のための取組
担任による個別面談の実施。心理カウンセラーによる相談。保護者面談会を実施し情報の共有を行う。

経済的支援
制度

■学校独自の奨学金・授業料等減免制度： 有
※有の場合、制度内容を記入

1.　教育後援会奨学金制度（年間24万円支給）
　　　2.　該当資格取得者・離職者を対象としたキャリアアップ支援（入学初年度入学金より10万円減免）
　　　3.　留学生を対象とした授業料減免制度（入学初年度授業料より5万円減免）

■専門実践教育訓練給付： 給付対象
※給付対象の場合、前年度の給付実績者数について任意記載

1名

■中途退学の主な理由

学校生活の不適合。進路変更。出席日数不足による単位未履修科目発生の為。経済的理由。

就職等の
状況※２

中途退学
の現状

■中途退学者 ■中退率

■就職指導内容

■卒業者数 88
■就職希望者数 82

■主な就職先、業界等（令和3年度卒業生）

主な学修成果
（資格・検定等）

※３

■国家資格・検定/その他・民間検定等

■就職者数 82

①全国調理師養成施設協会主催グルメピック西洋料理部門
観光庁長官賞受賞　②全国調理師養成施設協会主催グルメ
ピック日本料理部門全日本調理技能士会会長賞受賞　③日
本レストランサービス技能協会主菜第16回HRSサービスコン
クール2022　敢闘賞受賞

■課外活動の種類
■個別相談・指導等の対応
学生の個人相談に対応できるよう、クラス担任制をとってい
る。精神的に不安を抱える学生には、専任カウンセラーによる
相談日を設けている。

■サークル活動： 有

■その他
・進学者数：　　　　　　　　　　　　1人
・専門学校1名                   帰国または、就職しない5名

キャリア講座を開設し、履歴書やエントリーシートの書き方面
接指導の実施。マナー講座や身だしなみ講座を実施し就職活
動の支援を実施

ホテル・レストラン・結婚式場・給食受託会社等 （令和3年度卒業者に関する令和4年5月1日時点の情報）

（例）学生自治組織・ボランティア・学園祭等の実行委員会等

ボランティア活動
 新宿区年末クリーン大作戦等 体育祭実行委員・食美祭実行
委員等

※種別の欄には、各資格・検定について、以下の①～③のいずれかに該当する
か記載する。
①国家資格・検定のうち、修了と同時に取得可能なもの
②国家資格・検定のうち、修了と同時に受験資格を取得するもの

③その他（民間検定等）

　
■自由記述欄
（例）認定学科の学生・卒業生のコンテスト入賞状況等

100■就職率　　  　　　 　　　　：
■卒業者に占める就職者の割合

： 92.1

レストランサービス
技能検定3級

時間

生徒総定員 生徒実員 留学生数（生徒実員の内 専任教員数 兼任教員数 総教員数

2 昼間
1,890時間 720時間 30時間 1,140時間

修業年限
全課程の修了に必要な
総授業時数又は総単位

数
講義 演習 実習 実験 実技

0 0

学科の目的 調理師法の規定に基づき調理師、製菓製パン、フードビジネスなど食全般に必要な実践的かつ専門的な能力を育成することを目的とする

分野 認定課程名 認定学科名 専門士 高度専門士

認定年月日 平成27年2月17日

昭和28年7月10日 佐藤　浩
154-8544
東京都世田谷区池尻2-23-11
03-3424-9111

衛生 調理専門課程 高度調理技術科
平成23年文部科学省

告示第167号
平成27年文部科学省

認定

卒業要件：
学則に定める規定科目の単位を履修し、その成績評価が60点以上で、
かつ校納金が全納されていること。

学則に定める1年次科目の単位を履修し、その成績評
価が60点以上で、かつ校納金が全納されていること。

（別紙様式４）

令和4年9月30日 ※1
（前回公表年月日：令和3年9月30日）

職業実践専門課程の基本情報について

学校名 設置認可年月日 校長名 所在地

東京調理製菓専門学校 昭和51年6月1日 馬渕　知子
160-0023
東京都新宿区西新宿7-11-11
03-3363-9181

学校法人食糧学院

設置者名 設立認可年月日 代表者名 所在地

51人36人15人15人205人320人

(令和3年度年度卒業者に関する令和4年5月1日時点の情報）

学修支援等

■クラス担任制： 有

課外活動

学期制度
■１学期：4月1日～9月24日
■２学期：9月27日～3月31日

成績評価

■成績表：
■成績評価の基準・方法

長期休み

■学年始：4月1日～4月6日
■夏　 季：7月5日～8月15日
■冬　 季：12月24日～1月10日
■学年末：2月18日～3月31日

卒業・進級
条件

評価の基準：
中間試験・定期試験・基本技術試験を
中心とし課題等の提出物、日常の学

評価の方法： 0



（留意事項）
１．公表年月日（※１）
最新の公表年月日です。なお、認定課程においては、認定後１か月以内に本様式を公表するとともに、認定の翌年度以降、毎年度７月末を基準日として最新の情報を反映
した内容を公表することが求められています。初回認定の場合は、認定を受けた日以降の日付を記入し、前回公表年月日は空欄としてください

２．就職等の状況（※２）
 「就職率」及び「卒業者に占める就職者の割合」については、「文部科学省における専修学校卒業者の「就職率」の取扱いについて（通知）（２５文科生第５９６号）」に留意し、
それぞれ、「大学・短期大学・高等専門学校及び専修学校卒業予定者の就職（内定）状況調査」又は「学校基本調査」における定義に従います。
（１）「大学・短期大学・高等専門学校及び専修学校卒業予定者の就職（内定）状況調査」における「就職率」の定義について
①「就職率」については、就職希望者に占める就職者の割合をいい、調査時点における就職者数を就職希望者で除したものをいいます。
②「就職希望者」とは、卒業年度中に就職活動を行い、大学等卒業後速やかに就職することを希望する者をいい、卒業後の進路として「進学」「自営業」「家事手伝い」「留年」
「資格取得」などを希望する者は含みません。
③「就職者」とは、正規の職員（雇用契約期間が１年以上の非正規の職員として就職した者を含む）として最終的に就職した者（企業等から採用通知などが出された者）をい
います。
※「就職（内定）状況調査」における調査対象の抽出のための母集団となる学生等は、卒業年次に在籍している学生等とします。ただし、卒業の見込みのない者、休学中の
者、留学生、聴講生、科目等履修生、研究生及び夜間部、医学科、歯学科、獣医学科、大学院、専攻科、別科の学生は除きます。
（２）「学校基本調査」における「卒業者に占める就職者の割合」の定義について
①「卒業者に占める就職者の割合」とは、全卒業者数のうち就職者総数の占める割合をいいます。
②「就職」とは給料、賃金、報酬その他経常的な収入を得る仕事に就くことをいいます。自家・自営業に就いた者は含めるが、家事手伝い、臨時的な仕事に就いた者は就職
者とはしません（就職したが就職先が不明の者は就職者として扱う）。
（３）上記のほか、「就職者数（関連分野）」は、「学校基本調査」における「関連分野に就職した者」を記載します。また、「その他」の欄は、関連分野へのアルバイト者数や進
学状況等について記載します。

３．主な学修成果（※３）
認定課程において取得目標とする資格・検定等状況について記載するものです。①国家資格・検定のうち、修了と同時に取得可能なもの、②国家資格・検定のうち、修了と
同時に受験資格を取得するもの、③その他（民間検定等）の種別区分とともに、名称、受験者数及び合格者数を記載します。自由記述欄には、各認定学科における代表的
な学修成果（例えば、認定学科の学生・卒業生のコンテスト入賞状況等）について記載します。

第三者による
学校評価

■民間の評価機関等から第三者評価： 有
※有の場合、例えば以下について任意記載

私立専門学校等評価研究機構

当該学科の
ホームページ

ＵＲＬ
https://www.tokyocook.ac.jp



種別

①

③

③

②

－

－

－

－

（年間の開催数及び開催時期）

寺島　淳一郎 関東第一高等学校
令和3年4月1日～
令和4年3月31日（1年）

　※委員の種別の欄には、企業等委員の場合には、委員の種別のうち以下の①～③のいずれに該当するか記載すること。
　（当該学校の教職員が学校側の委員として参画する場合、種別の欄は「－」を記載してください。）
　　　①業界全体の動向や地域の産業振興に関する知見を有する業界団体、職能団体、
　　　　地方公共団体等の役職員（１企業や関係施設の役職員は該当しません。）
　　　②学会や学術機関等の有識者
　　　③実務に関する知識、技術、技能について知見を有する企業や関係施設の役職員

（４）教育課程編成委員会等の年間開催数及び開催時期

年2回　（10月、3月）

（開催日時（実績））
第１回　令和3年10月15日　16：30～18：00
第２回　令和4年3月18日　16：30～18：00

馬渕　知子 東京調理製菓専門学校
令和3年4月1日～
令和4年3月31日（1年）

柴田　邦子 東京調理製菓専門学校
令和3年4月1日～
令和4年3月31日（1年）

藤江　美貴 東京調理製菓専門学校
令和3年4月1日～
令和4年3月31日（1年）

１．「専攻分野に関する企業、団体等（以下「企業等」という。）との連携体制を確保して、授業科目の開設その他の教育課
程の編成を行っていること。」関係

（１）教育課程の編成（授業科目の開設や授業内容・方法の改善・工夫等を含む。）における企業等との連携に関する基本
方針
調理業界で求められる資質・技術・専門性を業界や社会的動向に知見を持つ方々からアドバイスを頂き、教育課程、学生
指導を行っていく。

（２）教育課程編成委員会等の位置付け
※教育課程の編成に関する意思決定の過程を明記

教育課程編成委員会は、業界の動向や専攻分野、あるいは実務技術に関して知見を有する企業等外部の委員と本校の学
内委員で構成する。授業科目の開設や授業内容・方法等の教育課程の編成に当たり、教育課程編成委員会での審議を通
じ、より実践的かつ専門的な職業実践教育の推進に努めていく。

（３）教育課程編成委員会等の全委員の名簿

久保寺　貞男 株式会社　南国酒家
令和3年4月1日～
令和4年3月31日（1年）

令和4年3月31日現在

堀田　大 株式会社　マンジュトウー
令和3年4月1日～
令和4年3月31日（1年）

名　前 所　　　属 任期

熊谷　光治 株式会社　フジマック
令和3年4月1日～
令和4年3月31日（1年）

山本　佳明 東京調理製菓専門学校
令和3年4月1日～
令和4年3月31日（1年）

（５）教育課程の編成への教育課程編成委員会等の意見の活用状況
※カリキュラムの改善案や今後の検討課題等を具体的に明記。



実習と講義のつながりが弱いと感じるが？
➡実習担当教員は講義授業を、講義担当教員は実習授業を見学するよう努め、内容を共有する中で、理解を深める計数
管理や食材を無駄にしないよう意識を持つことも大切（教職員も含めて）
➡2022年度よりSDGｓを意識する組織を学院本部に設置
　教職員夏季研修会においてSDGｓに関する研修を受け、理解を深めた。環境に配慮し、食材を大切に扱い無駄を出さない
意識付けを授業に取り入れていく。継続的に取り組み、また新たな気づきがあれば推進していきたい。
ことに繋げたいと思う。また、カリキュラム編成に着手している。
コンクール出場者や、コンクール受賞者の様子を他の学生に見せる場はあるのか。全体に向けてHRや写真を多用した形で
在校生が目に触れる機会を作ることは？
➡2021年度受賞者による2022年度コンクール参加を希望している学生に向けて、体験談を話してもらう機会を設けた。
ビジネス的サポートなどカリキュラムの中に組み込むことは？
➡2022年度よりフードマネジメントの内容を変更。講師に本校卒業生である株式会社MUGEN内山社長を迎え、経験談を含
め開業時の経営に関わることを中心に、意識、意欲の向上ができるものへと変えている。
フリートレーニングに参加する学生を増やす努力として、学生自身が学ぶ姿勢や意識が湧くように促す努力が必要。
➡本校のフリートレーニングは、単に放課後空いている実習室を開放しているだけでなく、各曜日担当の教員が学生に寄り
添い指導している。他校ではここまで丁寧に指導はしておらず、本校の特徴の一つである。広報活動としてもSNSを活用し
大いに発信している。
学校訪問は広報（学院）がしているのか。
➡基本は学院広報であるが、本年度も多くの模擬授業の依頼を受け、また学生（その学校の卒業生）の様子を伝えるリーフ
を持参し、高校や日本語学校訪問を教職員が実施している。就職内定報告や学園祭のお知らせなど、可能な範囲で在校
生に母校を訪問してもらうようにしている。



科　目　名 科　目　概　要 連　携　企　業　等

２．「企業等と連携して、実習、実技、実験又は演習（以下「実習・演習等」という。）の授業を行っていること。」関係

一般社団法人　日本ジビエ進行協会主催 全調協会員向け「ジビエ料理セミナー」

①国産ジビエ利活用に関する概況 ②ジビエの衛生 ③ジ
ビエの栄養 ④ジビエの各部位の特徴と調理法

一般社団法人　日本ジビエ進行協会

（１）実習・演習等における企業等との連携に関する基本方針
より実践的な内容を教授いただくこと。

（２）実習・演習等における企業等との連携内容
※授業内容や方法、実習・演習等の実施、及び生徒の学修成果の評価における連携内容を明記

ホテルオークラ東京・品川プリン
ス・都ホテル・RESTAURANT
KAN?・鮨由う・パパブブレなど

職場体験実習
現場に於ける調理実習・厨房管理・対人関係などを実地で
学ぶ事を目的とする。

株式会社ニューオータニ東京・帝国ホ
テル・株式会社プリンスホテル・ロッ
シェル・ロブションなど

西洋料理

（３）具体的な連携の例※科目数については代表的な５科目について記載。

特別授業
各料理(本校の卒業生も含む)のスペシャリストによる授業
の実施



研修名：

期間：

内容

研修名：

期間：

内容

研修名：

期間：

内容

研修名：

期間：

内容

研修名：

期間：

内容

研修名：

期間：

内容

2021年9月17日 対象： 教職員

学校における個人情報保護～学校現場における悩み事を中心にして～

連携企業等：

②指導力の修得・向上のための研修等

授業づくりの観点を学び学習指導案を作成し、模擬授業を行い録画した映像や他社の授業を参考に改善
を図り、よりよい授業の在り方を学ぶ。

専修学校教員教職課程 連携企業等： 公益社団法人　東京都専修学校各種学校協会

令和3年6月11日～11月12日 全24日間 対象： 教員

授業づくり及び学生指導の在り方

授業動画を活用した学びの楽しさ 連携企業等： 公益社団法人　東京都私学財団主催

2021年12月3日

３．「企業等と連携して、教員に対し、専攻分野における実務に関する研修を組織的に行っていること。」関係

（１）推薦学科の教員に対する研修・研究（以下「研修等」という。）の基本方針
教育への応用など多岐に渡り、教員として自覚を持ち、必要な知識を身に付け資質向上に繋げ、職業人教育に役立て、学
生対応を円滑にする。

（２）研修等の実績
①専攻分野における実務に関する研修等

入学者選抜及び採用選考における留意点

経営課題研修 連携企業等： 公益社団法人　東京都私学財団主催

対象： 教員

「教わるだけ」から、みずから「学ぶ」へ

教員実践研修～指導力養成講座～ 連携企業等： 公益社団法人　東京都専修学校各種学校協会

令和3年6月3日～8月20日の間で7回 対象： 教員

対象：

人権教育研修 連携企業等： 東京都生活文化局歯学部

2021年9月8日 対象： 教職員



研修名：

期間：

内容

研修名：

期間：

内容

研修名：

期間：

内容

研修名：

期間：

内容

研修名：

期間：

内容

研修名：

期間：

内容

対象：

②指導力の修得・向上のための研修等

学校における個人情報保護～学校現場における悩み事を中心にして～

授業動画を活用した学びの楽しさ 連携企業等： 公益社団法人　東京都私学財団主催

2021年12月3日 対象： 教員

「教わるだけ」から、みずから「学ぶ」へ

連携企業等：

教員実践研修～指導力養成講座～ 連携企業等： 公益社団法人　東京都専修学校各種学校協会

令和3年6月3日～8月20日の間で7回 対象： 教員

①専攻分野における実務に関する研修等
（３）研修等の計画

授業づくりの観点を学び学習指導案を作成し、模擬授業を行い録画した映像や他社の授業を参考に改善
を図り、よりよい授業の在り方を学ぶ。

専修学校教員教職課程 連携企業等： 公益社団法人　東京都専修学校各種学校協会

令和3年6月11日～11月12日 全24日間 対象： 教員

授業づくり及び学生指導の在り方

人権教育研修 連携企業等：  東京都生活文化局歯学部

2021年9月8日 対象： 教職員

入学者選抜及び採用選考における留意点

経営課題研修 連携企業等： 公益社団法人　東京都私学財団主催

2021年9月17日 対象： 教職員



種別

①

③

➁

➁

　※委員の種別の欄には、学校関係者評価委員として選出された理由となる属性を記載すること。
　（例）企業等委員、PTA、卒業生等

（５）学校関係者評価結果の公表方法・公表時期
（ホームページ　・　広報誌等の刊行物　・　その他（　　　　　　　　　　　））
URL： https://www.tokyocook.ac.jp
公表時期： 令和4年9月30日

東京ワールド日本語学校
令和3年4月1日～
令和4年3月31日（1年）

松本　祐也 岩倉高等学校
令和3年4月1日～
令和4年3月31日（1年）

鎌田　一宣

寺嶋　利行 一般社団法人　FLAネットワーク協会
令和3年4月1日～
令和4年3月31日（1年）

山田　泰雄 株式会社　プリンスホテル
令和3年4月1日～
令和4年3月31日（1年）

（６）教育環境 施設・設備、校外実習、防災体制等
（７）学生の受入れ募集 学生募集活動、入学選考、学納金等
（８）財務 財政基盤、予算・収支計画、監査、財務情報の公開

（３）教育活動 カリキュラム、授業評価、成績評価の基準、資格取得の指導体制等
（４）学修成果 就職率、資格取得率、退学率の低減等
（５）学生支援 就職・進学指導体制、学生相談体制、健康管理、保護者との連携、卒

※（１０）及び（１１）については任意記載。

（１）教育理念・目標 理念・目的・育成人材像等
（２）学校運営 運営方針、事業計画、運営組織等

４．「学校教育法施行規則第１８９条において準用する同規則第６７条に定める評価を行い、その結果を公表していること。
また、評価を行うに当たっては、当該専修学校の関係者として企業等の役員又は職員を参画させていること。」関係

（１）学校関係者評価の基本方針
評価結果と改善の取組を学校ホームページに掲載し広く社会へ公表する。  自己評価及び学校関係者評価の実施につい
て. ・教職員が、本校の教育目標や教育活動、学校運営等 の課題について継続的に改善を図るとともに、評価結果を公表
する。

（２）「専修学校における学校評価ガイドライン」の項目との対応
ガイドラインの評価項目 学校が設定する評価項目

（３）学校関係者評価結果の活用状況
アンケート結果を、どう活用しているか➡全体の集計結果から担当教員別に個別結果を出し、担当教員へ報告。
各自工夫・改善をしてもらっている　　SDGsの具体的な取り組みは➡実習時に出る一部食材の廃棄部分を、コンポストを利
用し溜めて肥料化する取り組みや、新宿区の地域野菜である「内藤とうがらし」を地域の方と学生がコラボして栽培し、京王
百貨店のイベントに参加したり、自分たちで作った唐辛子を実習で使ったりしている。
「インフラ整備」について。学内で特別な情報共有システムについて➡Microsoft社の「Teams」を導入し、スマートフォンやPC
を用いた教職員と学生の連絡や授業動画配信のツールとして活用している。15年連続就職率100％について。離職率につ
いての対応について➡現状、離職率までは追跡できていないが今後検討したい。留学生の日本語レベルのフォローについ
て➡日本語能力試験（JLPT）の在学時受験及び合格状況は、N2受験27名中合格12名、N3受験12名中合格6名、N4受験4
名中4名合格。留学生が就職する際の特定技能ビザに必要な特定技能試験の受験及び合格状況は、受験37名中28名合
格。今後更にフォローを続ける。コンクール参加は素晴らしい。グルメピックやサービスコンクールの受賞はピールについて
➡2021年度受賞者による2022年度コンクール参加を希望している学生に向けて、体験談を話してもらう機会を設けた。ま
た、学内での展示及びHPでのアピールを行っている。その他りPRについては、今後検討したい。

（４）学校関係者評価委員会の全委員の名簿

名　前 所　　　属 任期

（９）法令等の遵守 関係法令・設置基準等の遵守、自己点検・自己評価等
（１０）社会貢献・地域貢献 社会貢献・ボランティア活動
（１１）国際交流



（ホームページ　・　広報誌等の刊行物　・　その他（　　　　　　　　　　　））
URL： https://www.tokyocook.ac.jp
公表時期： 令和4年9月30日

（１１）その他
※（１０）及び（１１）については任意記載。
（３）情報提供方法

（８）学校の財務 学校財務の状況
（９）学校評価 自己評価、学校関係者評価
（１０）国際連携の状況

（５）様々な教育活動・教育環境 学校行事への取組状況、課外活動
（６）学生の生活支援 学生支援の取組状況
（７）学生納付金・修学支援 学生納付金の取扱い等

（２）各学科等の教育 入学者に関する受け入れ方針、入学者数、在学学生数、取得する資格、卒業者数、卒業後の進路等
（３）教職員 教職員数、教員の専門性等
（４）キャリア教育・実践的職業教育 キャリア教育への取り組み状況、就職支援等への取組状況等

（１）企業等の学校関係者に対する情報提供の基本方針
自ら評価し，その結果を踏まえて，その改善に努力する。あわせて評価結果を公表することによって，学校としての説明
責任を果たし，学校教育の向上を図る。

（２）「専門学校における情報提供等への取組に関するガイドライン」の項目との対応
ガイドラインの項目 学校が設定する項目

（１）学校の概要、目標及び計画 教育方針、教育目標、沿革等

５．「企業等との連携及び協力の推進に資するため、企業等に対し、当該専修学校の教育活動その他の学校運営の状況に
関する情報を提供していること。」関係


